
（単位：千円）

一般財源

国 4,000

諸 300,000

知的障害者更生施設の改築に対する助成（１施設）保健福祉部
障害者援護施設整備費補
助金

459,475

- 14,000
本年１０月からの障害児施設利用に係る急激な負担増（１割負担、食費
等の実費負担の導入）に対し、子育て支援・激変緩和の観点から独自
軽減策を実施

保健福祉部
障害児福祉サービス等利用
支援事業費（障害児施設利
用者負担軽減）

14,000

保健福祉部
障害福祉サービス緊急支援
事業費

317,000

1,000
「京都ﾓﾃﾞﾙ」子育て応援企
業普及検討費

企画環境部 6,000

⑱当初
　　688,000

62,000 - 62,000 処理土量の増加等に伴う追加工事

- 6,000
「京都地球環境の日(2/16)」を中心に、地球温暖化防止に関する啓発行
事を実施

25,400

平成１８年度　９月補正予算主要事項

備　　考事　　業　　の　　概　　要
特定財源

予　算　額部 局 名 事　　　　　　項
財　　源　　内　　訳

24,000 国

寄 25,400 -
抗がん剤の副作用や効果等について、遺伝子レベルで解析し、患者
個々の体質に応じた最適ながん治療薬投与法を確立する研究の実施

医 科 大 学

〔医科大学および附属病院
特別会計〕
地域医療教育推進費（京都
府医療キャンパス構想）

24,000 -

新たに教育指定病院制度を導入し、医大キャンパスを中・北部地域に拡
大することにより、医学生・看護学生の地域医療の現場における実習教
育を充実

　【教育指定病院の指定（予定）】
　　舞鶴医療センター、福知山市民病院、綾部市立病院、
　　与謝の海病院、京都第一赤十字病院、京都第二赤十字病院　等

医 科 大 学
〔医科大学および附属病院
特別会計〕
がん対策研究事業費

企画環境部射撃場土壌対策費

｢京都地球環境の日｣推進
事業費

府民労働部

国 279,650

中小企業での効果的な仕事と家庭の両立支援策を検討する委員会の
設置

13,000

障害者福祉施設等が新障害福祉サービスへ円滑に移行できるよう支援
　・障害福祉サービス経営資金（つなぎ資金）貸付制度の創設
　　　※利子補給により、実質無利子
　・経営相談窓口の設置
　・人材養成研修の開催

179,825

国 500500
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（単位：千円）

一般財源

平成１８年度　９月補正予算主要事項

備　　考事　　業　　の　　概　　要
特定財源

予　算　額部 局 名 事　　　　　　項
財　　源　　内　　訳

国 215,000

起 144,000

- 15,000

京都の和装業界が非常に厳しい状況にある中で、職人さんの仕事づくり
を支援するとともに、府民にきものに親しむ機会を提供し、きもの需要を
拡大させるための緊急対策を実施
　・京のきもの職人さん仕事づくり事業
　・京のきもの職人さんフェア
　・京のきものキャンペーン事業

商 工 部
京のきもの元気づくり事業
費

15,000

商 工 部
京都産業立地戦略２１特別
対策事業費補助金

800,000 - 800,000
戦略的に企業誘致を進め、雇用の安定・創出と地域経済の活性化を図
るための立地企業に対する支援
　・対象企業の増加に伴う補正

⑱当初
    750,000

商 工 部
北部産業活性化拠点整備
推進費

430,000 71,000
中丹エリアを中心とした中小企業の技術サポートや先端ものづくり企業
の研究開発支援を行う北部産業活性化拠点を綾部市内に整備するた
めの試験研究設備の導入や関連システムの開発等

⑱６月
    10,000

- 1,500
・自殺予防等のための「こころの健康専門相談窓口」の設置
・各種相談機関との連携　等

保健福祉部自殺対策推進事業費 1,500

- 3,000 医療・介護サービス等、府域における地域ケアの将来的なあり方を検討保健福祉部地域ケアあり方検討費 3,000

国 25,000 - 障害者就労訓練施設における設備整備に対する助成（７施設）保健福祉部
障害者就労訓練設備等整
備費補助金

25,000

医療施設等の整備に対する助成（３施設）保健福祉部
医療施設等施設整備費補
助金

123,575 国 78,132 45,443

52,500 国 26,250 26,250保健福祉部
医療施設設備整備費補助
金

医療施設の設備整備に対する助成（１施設）
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（単位：千円）

一般財源

平成１８年度　９月補正予算主要事項

備　　考事　　業　　の　　概　　要
特定財源

予　算　額部 局 名 事　　　　　　項
財　　源　　内　　訳

国 508,000

起 16,000

国 175,518

起 86,000

国 333,000

起 167,000

国 191,000

起 171,000

土木建築部
単独公共事業執行平準化
対策費（債務負担行為）

(2,500,000)
季節毎の工事量の変動を平準化することにより、端境期における工事
保有量を確保

土木建築部
災害関連緊急地すべり対策
事業費

370,000 8,000 ７月豪雨被害対策（災害の発生防止に向けた緊急地すべり対策事業）

土木建築部
土木施設単独災害復旧事
業費

357,000 起 23,000 334,000 ７月豪雨被害対策（土木施設の小規模災害復旧事業等）

土木建築部
公共土木施設災害復旧事
業費

500,000 - ７月豪雨被害対策（公共土木施設の補助災害復旧事業）

農林水産部災害関連緊急治山事業費 272,000 10,482 ７月豪雨被害対策（災害の発生防止に向けた緊急治山事業）

７月豪雨被害対策（災害関連の単独公共事業）農林水産部
農林水産災害関連単独公
共事業費

145,000 起 82,000 63,000

18,000 12,000 6,000
地域との連携を図り、地域防犯力の向上、安心・安全なまちづくりを推進
するため、交番の再編を実施
　・城陽警察署管内に交番新設

起

農林水産部
農林水産施設災害復旧事
業費

警 察 本 部交番等再編・機能強化費

524,000 - ７月豪雨被害対策（農林基盤施設の補助災害復旧事業）
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